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は じ め に
わが国の前中曽根内閣の下での税Xl改革は,1949年のシャウプ勧告に基づいた税制改革以来の,
最 も抜本的性格を期待されるものであった。ところが,実現したのは,ほぼ同時期のレーガン税
制改革と比較しても,はるかにその改革の完成度が低 く,多くの問題を今後に残したものであっ
た。
積み残された税制改革の1つに法人税があるが,経済の国際化の一層の進展にともなって,今,
その早急な手直しが求められている。税制は一一般に,特定の国の特有の歴史的,文化的,社会的
あるいは経済的背景や事情に応じて固有のものを形成しうる。しかし法人税については事情は異
る。今や法人企業の活動やその生産物は国境を超えた共通の市場においての国際競争を避けられ
ず,他 国の財 ・サービスとイコール ・フッテ ィングな競争条件をもつことが望ましいが,そ うな
れば,法人税負担水準は当然,国際的レベルに平準化するよう要求されるであろう。
折しも欧米の法人税制は税率引下げの方向に改変されてきて居 り,わが国でもこれに呼応した
法人税減税の要請が強い。現在,現行の42%の基本税率を,37.5%に引下げる改革案の検討が進
行中であるが,これもこの線に沿ったものと見てよいであろう。
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改革案には,減税の財源措置として賞与引当金の段階的廃止,貸倒れ引当金の見直しや受取配
当金の益金不算入割合の引下げなども含まれているようであるが,この期にこのような課税べ一
スの再検討は減税 と併行して十分に行われるぺきである。英米の法人税引下げ も,優遇的措置の
ω
思い切 った整理 ・廃止を伴 ってい るからである。
そ こで,こ こでは改革案 の中でなお暖 昧さに包 まれ てい るかに見え る課税ベースの見直 し問題
につ いて もう一 度,原 点に立 ち戻 って検討してみ よう。
1法 人税の課税べ一ス問題と法人税制改革
法人税の課税べ一スは,当該事業年度の総収益(益金)から同年度の総費用(損金)を控除した
額であるが,わが国の現行税制のもとではそれが何 らかの例外規定で浸蝕され,タ ックス ・シェ
ルターの役割を果しているとの批判もある。た とえば税法自体に組み込まれた不備や使命を終え
た租税特別措置などが存在するなら,取益や費用が経済学的または社会的 ・客観的理解 と異なる
定義で特定企業に利用 され,合法的にタックス ・イロージ ョンを認める結果となるかもしれない
からであろう。たしかにこのような状況を放置したまま,狭 く限定された課税ベースに対して徒
に高税率を適用することは,産業間 ・企業間競争に非中立的影響を及繧す点で好ましくない。 ま
た,単に国内競争のみならず国際競争の視点からも好まし くない。
そこで個別企業の立場からの ミク『的観点や企業会計的通念とは独立した,経済学的 ・社会的
観点から取益 ・費用を洗い直し,適正な課税ベースを把握する手がか りを模索してみることにす
る。費用項目としては,しばしば議論に.のぼる交際費,寄付金,広告 ・宣伝費,準備金,引 当金,
減価償却費を検討してみよう。
2交 際費,寄 付金および広告費
交際費,寄付金および広告費は,いずれも直接 ・間接に販売促進ないし取引円滑化をねらいと
する支出であるが,そ の費用性をしばしば疑問視されてきた項目である。 これらは相互に類似性
を持ち,区分が難しい場合も少 くない。販売促進費に最も近いのは交際費であるが,これも事業
の遂行上,直接的に必要でかつ社会的視点からも不可欠と認定し難い場合もしばしぼみられる。
そのため年々,費用化の条件が狭められ,ついに昭和57年度の改正では原則 として 「損金不算入」
となった。そこでこれらの支出項 目のうち,と くに交際費を中心としてその費用性を吟味してみ
{2)
よう。
(1)交際費
交際費の部分的損金不算入制度(部分的課税制度)は,昭和29年に租税特別措置法で3年間の時
{1)米国の最近 の税制改革につ い ては,西 野万里 「米国の新法人税制の一考察一その特徴 と誕生の背景」
『明大商学論叢』69巻1・2号(1987年1月),および 「アメ リカの税制改革か らの教訓」 『租税研究』No.
453(1987年7月)を参照 されたい。
{2)交際費については松田義一 「交際費課税1こ関す る若 干 の 問題 につ い て」『租税研究』No.457～460
(1987年11月～1988年2月)に詳しい.
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限立法として導入された。ここでは基準年度の
交際費支出額に一定率を乗じた額(または当事
業年度の取引額の一定率に相当する額)を,交際費
総額から控除した額についてだけ損金不算入 と
された。
このような制度の導入の理由 ・ねらいは,31
第1表 諸項目の損金算入率
3
年度の税制調査会答申に よれば,交 際費の形態
での給与支給や,妥 当な水準や必要限度を超 え
た接待費支出など,乱 脈な経費支 出を抑制し資
本蓄積を促進す ることであ った。
その後,42年度の手直 しを経 て,54年度の税
制改正で,資 本金階層別 の控除額 の設定がなさ
れ,次 いで57年度には交際費全額が原則 として
損金不算入 となって今 目に 至って い る。 ただ
し,資 本金1,000万円以下お よび5,000万円以下
の法人については,そ れぞれ400万円と300万円
の控除を認めてい る。
第1表 には57年の改正 の効果が,交 際費の損
金算入比率の58年からの大幅な低下 として見ら
れ興味ぶかい。 また61年分の交際費支出総額は
3兆9,448億円であるが,全 体 としての損金算
入比率は約48%となってい る。一方,第2表 に
見 られ るように,資 本金5,000万円未満の企業
の交際費は2兆4,101億円で,そ の うち損金算
項 目 年度 支出総額A 損金算入司 斗
億円 億円 %
交 57 34,835 19,921 57.2
58 35,230 17,297 49.1
際 59 36,202 17,329 47.8
60 38,504 18,243 47.4
費 61 39,448 18,852 47.8
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(58付一59
曙1?
1,311
1,679
1,674
1,864
2,049
908
1,043
1,091
1,230
1,378
69.3
62.1
65.2
66.0
67.3
26,272
27,820
29,155
29,829
30,515
26,272
27,820
29,155
29,829
30,515
100.O
lOO.0
100.0
100.0
100.0
57合
58
59
60
計61
62,418
64,729
67,031
70,197
72,012
47,101
46,160
47,575
49,302
50,745
75.5
71.3
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70.5
注1.国税庁総務課編 「法人企業の実態」57,58,59,6e,61
年分(61年分は 「国税速報」および国税庁調べに よ
る),および電通 「目本の広告費」62年2月によoて
作成した。
2.広告費は新聞,雑誌,ラジオ,テレビ,ダイレクト・
メール,屋外広告,折込広告,広告用映画,交通広告,
輸出広告を含む。
3.寄付金支出総額は,特定寄付金以外の一般枠の寄付
金の総額をとり,その損金算入分は特定寄付金を全額
控除すると見て,これを除外した残余とした。
入額は1兆8,639億円,損 金算入比率は約77%と当然ながら高 くな ってい る。
交際費の範囲は,企 業の直接的な取引関係者に対する接待,供 応,贈 答などの支出であ り,寄
付金,値 引,割 戻 し,広 告 ・宣伝,給 与,福 利 ・厚生などの性格を もつ費用を除外 してい る。 こ
第2表 資本金階級別の交際費の状況(61年分)の 除外は逆に これ らの費用
区 分 支 出 額 損金不算入額 損金不算入(A)(B)害 ‖合(B)/(A)
億円 億円 %
1,000万円未満 14,849 1,707 11.5
1,000万円以上5,000万円未満 9,252 3,755 40.6
5,000万円以上1億 円未満 2,248 2,037 90.6
1億円以上10億円未満 4,166 4,166 100.0
10億円以上 8,932 8,932 100.0
合.計 39,448 20,596 52.2
(注)国税庁調べ
が交際費と類似することを
如実に物語っている。
交際費はまた,販売促進
費とも近似性が強い。販売
促進費は,特定地域の取引
関係者を対象とした販売促
進や販路開拓 ・拡大の活動
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に直接的にかかわ る費用に限定されている。
そこで取引先を旅行,観劇などへ招待するのに要する費用や,援助金,見舞金の類は,販売促
進費ではな く,交際費や寄付金として取扱われることになる。
か くて交際費と販売促進費との差異は,前者の費用性が後老のそれ と比較して,非直接的で弱
いという点に見い出されると言えよう。 この ような視点からの批判が,「交際費の原則としての
課税」とい う現行制度を導入させたと見てよいであろう。
諸外国では,交際費支出の損金算入に対して,一人当りの広告用贈答の金額規制や特定品 目へ
(3)
の支出制限など厳しい条件が設定されている。わが国でも,資本金規模にかかわ りな く,課税=
損金不算入の原則を貫 くか,これが不可能であれば少くとも,損金算入に厳格な条件を付すぺき
である。
(2)寄付金
わが国の法人税法は法人の寄付の受領者をまったく特定化せず,ただ寄付金支出の損金算入に
限度額を設けている。寄付金の全額ではな く一定額だけを非課税扱いとする理由は,寄付金が何
らかの事業上の利害に関連をもつ場合もあり,利益配分的な性格や,交際費的な性格を必ずしも
否定できないからである。また寄付金の損金算入による法人税の減収は,企業が指定した特定の
④
寄付金受領者に国庫から補助金を支給するに等しいとい う不合理な事態に逢着するからである。
このような不合理の生じない公益的性格の団体に対する寄付は,全額が損金算入を認あられて
いる。これは国または地方公共団体に対する寄付,お よび大蔵大臣が指定した公益法人等への寄
付金(指定寄付金)から成っている。
さらに試験研究法人等に対する寄付金は,損金算入限度額の計算特例によって,一般枠の寄付
金の限度額 とは別枠で非課税となっている。
ところでわが国の61年分の嵜付金支出総額は3,064億円で,そ の78%(2,393億円)が損金算入
されている。だが全額損金算入を認められている公共的 ・公益的な特定寄付金1,014億円よりも,
一般枠の非特定寄付金の損金算入分1,378億円の方が大きい。後者には金額以外の制約がないた
め,他の法人企業や神社仏閣,学校等に対する寄付金,拠 出金,見舞金などのほか政治献金 まで
も含まれている点で,この取扱いには問題が多い。
チャリティー活動の活発な欧米をみると,アメリカでは,公益団体等への寄付金に限定して課
税所得の10%まで控除を認め,イギリスでは3年を超える慈善団体への契約寄付金のみが全額控
除を認められている。
以上のことを念頭に置いてわが国の寄付金課税問題を解決するとすれば,まず一般枠の寄付金
⑧ 諸外国の交際費に関する損金算入条件はおよそ次の通りである。
アメリカーa事業に直接関連する経費で会議などの直前 ・直後の接待費を含む費用,bl人 当た り年
25ドル以内の贈答費。イギリスーa海外の顧客への合理的支出及び役員への渡切り交際費。b1人 当た
り10ポン ド以下の広告用贈答品(飲食料,た ば こ,商品券を除 く)。西 ドイツー-apt務所所在地内の施
設に係る合理的支出(狩猟,ゴルフ等を除 く)。b1人50マルク以下の広告用贈答。
(4)橋本徹,古 田精司,本間正明編r公益法人の活動と税制一属本とアメリカの財団 ・社団』(1987)第3
章参照。,
(349)法 人税制改革の一視点5・
に強い制約を付けて,公共的,公益的性格を持たない,任意的な支出に近い寄付金は損金不算入
とするべきであろう。そして慈善,文化,教育など公益 との関連の明白な寄付金に厳し く限定し
た上で,これの全額控除またはアメリカ型の課税所得の一定割合までの控除を認めて良いのでは
ないであろうか。
(3)広告 ・宣伝費
広告 ・宣伝費支出は不特定かつ多数の人々を対象とする一種の販売促進費であるが,特定 ・少
数の人々を対象とす る交際費支出と多 くの点で類似性をもつにもかかわらず,これ と全 く異なる
税制上の取扱いを受けている。つまり,後者が損金算入上の制約の下にあるのに対して,前者は
無制限の損金算入を許されている』
広告費支出が市場の公正な競争的秩序を維持するための情報提供など,必要 ・不可欠な水準に
とどまるならば,その費用性は社会的視点からも認めざるを得ず,損金算入は正当化されるであ
ろ う。だが個別企業の任意の判断によって決定される現実の広告費支出が,このような社会的に
⑤
妥 当と認定 しうる水準の範囲内にお さまる保証はない ように思われ る。
昭和61年分 の広告費支出総額,3兆515億円は全額が損金算入された もの と推測され るが,そ
の うち,新 聞,雑 誌,ラ ジオ,テvビ の4媒 体の広告費は,第3表 に示 した よ うに2兆3,229億円
であ った。 さらにこれを業種別に見た ものが,第4表 であるが,61年の絶対額では食品 ・飲料に
次いでサー ビス ・娯楽 と医療 ・教育 ・その他が多い。 また前年か らの伸び率 では金融 ・保険,サ
ー ビス ・娯楽,基 礎材,そ して家庭用品 ・機器が高い。
この ように特定業種に広告費支 出が集中していることは,広 告費の取扱い方いかんでその税負
担 が大き く異な って くることを意味 してい る。
第3表 媒体別広告費
ざ 費
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
広 告 費(億円)
・・年1・ ・'Lii・1増灘
8,550
1,965
1,558
10,503
8,784
2,097
1,577
10,771
234
132
19
268
対前年比(%)
・・年1 .61年
101.0
105.8
103.8
101.9
102.7
106.7
101.2
102.6
構 成 此(%)
60年 61年
28.7
6.6
5.2
35.2
28.8
6.9
5.1
35.3
・ 媒 体 ∋ ・2・76123・229}65311・2・ ・11・2・ ・ ・5・176・1
DM・ 屋外 ・その他
輸 出
6,441
812
6,615
671
174
▲141
102.3
111.5
102.7
82,6
21.6
2.7
21.7
2.2
・ 媒 体 以 外 計1…5・1・,286} 3311・3・ ・11・ …1・4・ ・1・3・ ・
総 広 告 費1・9・8291…515168611・2・31・2・31・ …11・ …
(注)電 通 「昭 和61年日本の 広告費 」62年2月に よる。
(5)カルダーによれば,広 告費は 情報 提 供的 広 告(informativeadVertising)と誇 示 的広 告 ・(display
advertising)に分類 され うる。前者は狭義の広告で,商 品 リス トや商工案 内や新聞の分類広告 などから
成 り,広 告費総額 の約2/7以下1こ過 ぎない。残 りの5/7の広告費の うちの90%は,独立的情報サ 一ーヴ ィ
スを利用すれぽ不用となる支出であると主張 して い る。(N.H.Kaldor,TheEconomicAsPectsof
Advertising,EssaツsonValueandDistribution,1960.)
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第4表 主要4媒体の業麺別広告N
広告 広 告 費(千万円) 対前年比(%) 構 成 比(%)
業 種 ・・年161年 ・・年161年 ・・年161年
?
?
㌶
?
?
?
㍑
㌶
?
㍑
?
㍑
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
㌶
?
?
?
㌫
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
㍑
?
??
?
?
?
?
?
?
?
㌶
??ー????
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
(注)L4媒 体は 新聞,雑 誌,ラ ジオ,お よび テ レ ビで あ る。
2.電 通 「昭 和61年日本 の 広告 費」62年2月 に よ る。
広告 ・宣伝費と交際費の費用性に関する類似性とその税法上の取扱いの差異は,と くに資本金
5,000万円超の法人において,課税交際費から非課税広告費への支出項 目のシフ トをもた らし,
結果的に交際費の損金不算入原則を形骸化させているのではないであろうか。
交際費と広告 ・宣伝費との類似性を是認する立場からすれば,税法上のアンバランスを修正す
るのに2つの改革法が考えられる。第1は,広 告費の社会的な適正水準を何らかの方法で推定し,
その限度内に損金算入を抑える方法である。その算入限度額は売上高,収入金額,所得金額また
は資本金などの一定比率として設定されうるであろ う。
第2は,広 告費支出を無形資産への投資とみて減価償却の対象にし,減価償却部分を損金算入
{6}する方法
である。この提案は,広告支出の効果が累積性と持続性を有するとともに,時間の経過
(7}
に従 って逓減す る点に着 目し,ス トック概念で広告費をとらえるものであ る。
{6)これはワイスの提案であ る。(L.W.Weiss,Advertising,ProfitandCorporateTaxes,Reviezvof
ECOnomicsand8tatistics,Noy.1969、)
(7}たとえば アロー とナ→ラヴは過去か ら現在におよぶ広告費支出が需要に 与 え る効 果 の合計を 「のれ
ん」(Goodwiのとみて,他 の資本財に匹敵する償却資産 と考 え る。現在の広告費支出が負にな り得な
いとい う前提のもとで,広 告投資のス トッタAが コンスタン トな比率 δで減価する もの と仮定す れば,
現在広 告費支出 αは
a==A+δA≧OJ(1)
(ただし,a,Aは時間の関数である。Aは 時間に関 してAを 微分 した値を表おす。)(1)式は広告費粗
投資が,広 告純投資分 と広告ス トックの減価償却分 とから成 ることを示 してい る。(M.N.Narlove&
K.エArrow,OptimalAdvertisingPolicyunderDynamicConditions,Economica,May1962,
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わが国の商法286条3項は,市場開拓などの開発に要した特別支出を資産として計上し,支出
後5年以内に均等額以上の償却を行うことを認めているから,広告支出の資産化もあながち非現
実的発想として退けられず,一考に値する実現可能性を持っているように思われる。
交際費,寄付金および広告費支出の総計は,第1表 に示した通 り61年分で7兆3,000億円であ
るが,そのうち損金算入分と推定されるのは5兆1,759億円で,欠 損法人の欠損金額4兆9,286
億円を上回っている点が注 目される。これらの適正な取扱いが強 く要請される所以である。
3引 当金 ・準備金
わが国の現行税法では,貸倒引当金,退職給与引当金など6種の引当金の設定が認められ,租
税特別措置法でも各種の準備金の利用が許されている。
引当金,準備金は,将来の偶発的損失や危険に備えてなされる積立金であるが,積立時点で費
用化される点がしばしぼ議論の対象となっている。それは積立時点での引当金等の設定および損
金算入が未来費用の先取 り計上であ り,その結果,損失発生時点までの期間の税負担が引当金制
度のない場合に比較して軽減されるとみることの是非に関連している。ここでは貸倒引当金と退
職給与引当金を取 りあげて,課税ベースの決定に際 してのそれ らの適正な取扱いの方法をさぐ
ってみる。
(1)貸倒引当金
貸倒引当金は,法人の売掛金,貸付金その他の債権の発生時に,それらの貸倒れの危険に備え
て損失見込額 として積立てられるものであるが,そ の一定額までは当期の損金に算入され うる。
第5表 総額洗い替え方式による税負担軽減
?
?
0
1
2
?
?
?
Yi*=Yi十Ai-1-(At+1)t)
課税ベース 所得 貸倒引当金 損失発生額
Yo*
Y1*
?
?
?
?
一A)
Yl十k-(A,十DI)
Y2十
琴・+
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
法人税軽減額
(11-1十r)A・
(11-1十r)ム・
(11-1十r)A・
vol.29.)
一方 ワイスは,基 準年度の広告投資を 友 とし,年 に コンスタンFなrの 比率で これが増大す ると仮
定 して,t年 の広告zaA,を
A、・=A。(1+r)t(2)
と表わす。す るとt年 までの広告投資累積額Q,は,
Q、=Ao(1+r)t+ム(1+r)t・'1+……+友(1+r)t-i+………(3)
とな る。 しかし広告資産は減価するか ら,そ の期首の純額に対する期末 の純額の比を λとす ると.'一`
年 目にな された広告投 資のt年 目の残高は,友(1+r)t`"iλiとなる。したがってt年 後の広告資産残 高の
総額S`は次式のよ うにな る。
S,=ム(1+r)`+≠b(1+r)t"1λ+ム(1+r)'-2+……+▲(1+r)'-iλi+……
==A・(1+r)て藷)
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翌事業年度にはこの損金算入額は全額,益金に算入され,同時に新規の引当金が設定されるのが
一般的である。このような総額洗い替え方式がとられるのは,貸倒引当金のほか賞与引当金,返
晶調整引当金,製品保証等引当金である。
第5表は,総額洗い替え方式のもとでの課税ペースと税負担軽減の関係を示 したものである。
ここでは0期に設定された貸倒引当金Aoは課税べ一スの算定に際して損金算入され るが,これ
は第1期に発生す ると予想され る貸倒損失D、に対応 してい る。1期 にはこのA。は益金に算入
され課税ベースに加わるが,同時に貸倒損失発生額D1と新規に設定 され る引当金A、とが損金
算入される。
一般に`期に次期の貸倒損失Di+、に見合 う引当金A、が費用化され,次 期に益金算入されると
い うことは,法人税率がτのとき,引当金制度が存在しなければ`期に支払ったはずの租税As
を1期だけ延納するに等しいとの見方もできる。この見解に従えば,1期 を1年 と見て利子率を
・%とすると,1年遅れて4・技 払うこと・よるその現在価鯨 「鵠 と勤 され うるから・
1期延納による減税分は
真・一(Aτ1十r)-A,・(1一士) (1)
となる。
ところで次期の貸倒損失Di+1を先取 りしてi期に引当金A,を設定することは,会計学上,「原
因発生主義の原則」のもとでは正当化され うる。 これは次期に現実化する損失の原因が,取 引き
成立時点の 潮 にすでに発生しているとい う解釈に基づいている。 この立場を是認する限 り,費
用の早期計上による税負担の軽減という引当金に対する批判は退けられることになる。
一歩譲ってこの立場を認めるとして も,引 当金の正当性はAi=Di+,の範囲にのみ限定されな
ければならない。A`>Di+1の場合には,実際の損失発生額を上回る引当金が設定され費用化され
る結果,正当化されない税負担軽減をもたらす。いまこの場合の軽減税額をZiとお くと,Ziは
z,一(A、-D、+、)・(・一士).(2)
と表わされる。 この式は,不合理な減税Z,をゼロにするためには,Ai=Ds+iとなるよう引当金
を調整すべきことを示唆しているといえる。つまり,少くとも引当金設定額を損失実績額 と一致
させるべきこと,さらに進んでは損失が現実化した時点で費用化するよう,引当金制度を改革す
ることが望まれる。貸倒引当金以外の総額洗い替え方式の引当金についても同様のことが言える
であろう。
(2)退職給与引当金
退職給与引当金制度は,全ての被雇用者が自己の都合で退職する場合に支払われるぺき退職給
与の一定額を,課税ベースの算定に際して損金算入する制度である。実際に退職給与が支払われ
る年度に相当額の取崩しが行われて益金算入される。
この引当金への繰入限度額は次の うち,いずれか最も低い金額とされている。
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① 要支給額基準(期末退職給与の要支給額一前期末の要支給額)
② 累離 度継 準(期末退職給与の要支纐 ×昔 一醐 からの鞠 引当金)
③ 総給与額基準(労働協約による退職給与規定に従う場合を除く)
現行制度をとりあえず是認するという前提を置いて,これらの繰入限度に関す る基準をみると,
②の累積限度額の算出に用いられる40%の数値が注意をひく。
これは昭和55年度にそれ以前の50%から40%に改正されたものであるが,改正前の平均予定在
職年数(たとえば昭和33年で9年)が次第に長期化(たとえば昭和53年で12年)した点を考慮してのこ
とと思われる。つまり,t年後に退職を予定される在職者の退職給与をR,とすると,これを現在
価値R*にひき直すには,割引率rを用いて
R*一(R,工)・ (3)
とな るカ㍉ ・を ・%と す る と・t-・年 の場 合 に は(11十r)・一…/・…=12年 の場 合1・は(1』 。)・2
=40%となるが,これを改正の根拠 としているものと推察される。そ うだとすると,この40%の
比率は,その後の平均在職年数の変化や異なる企業規模間での平均在職年数の差異などと整合す
(8)
るような比率に改変されるべきであ り,また①,③もこれに合わせるぺきであろう。
現行の退職給与引当金制度について,よ り根本的な検討を要する点はこの引当金の保全措置問
題である。法人企業が当制度に基づいて引当金を設定したとしても,倒産などの際に引当金が退
職者のために確保される保証を持たない限 り,引当金の損金算入には疑問が残る。当制度の正当
化のためには何らかの保全措置を講ずべきであるが,それには税制以外の制度や仕組みとの関連
性など多面的な調整が必要であ り,かな りの困難が伴 うものと思われる。
4減 価償却制度
アメリカで1981年に導入されたACRS(加速償却制)は,償却期間を大胆に短縮した ものであ
り,これとITC(投資税額控除)との投資優遇効果は極めて大 き く,これを受けてわが国でも国
際競争上の観点から減価償却制度の見直し論が高まってきている。アメリカではこれらの投資優
遇税制は,非中立的効果を持つ点で疑問視されるに至 り,その廃止とこれに代る大統領の中立的
代替案CCRS(資本原価回収制)や下院修正案であるIDS(投資奨励償却制度)などを経て,1987年
の新税法では修正ACRSに落着き,ITCは廃止となった。わが国の償却制度の検討に際しては,
このようなアメリカの最近の動向をも念頭に置 くべきであろ う。
償却資産の減価が物理的耐用年数にわたって,事実上いかに進行す るかは一概には言えない
(・)予定㈱ 年数 ・年 と(1‡。)・のLヒ率は ・一…8と す る次の・ うな関係…ある・
'年191・1‥213141・
(1剖 肌 ・46・342・94…36…4・・3・・
で お の比率の瀧 ないし改正に関して・お 緋 のほかrの ・ペルの変化・も瀧 を払 うぺきであ
る 。
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が,定 額法を基準 とす る限 り,定 率法や級数法に よる償却は一種 の加速償却 に分類 され る。加速
償却は,・将来の減価を先取 りして費用計上す る方式であ り,こ の先取 り部分に賦課 されたはずの
税 負担の延納を認めるの と等 しい効果を もつ。 この点は機会を改めて検討す ることに して,わ が
国の制度の相対的優遇度をみ てみ よう。
わが国では早 くから定率法が合法化 されて きたが,欧 米 の減価償却 と比較 して加速の度合いは
どの程度であろ うか。 自動車製造設備,金 属加工機械製造設備な どについてみ ると,わ が国の現
行の定率法10年に対して,ア メリカのACRS-5年,OCRS-・7年,修正ACRS-7年,イギ リスの
定率法25%,西 ドイツの定率法12年が対 応す る。 これ らの各 々について,償 却率 と未償却率,あ
るいは償却配分率,お よび累積償却率を試算す ると,第6表 の ようにな る。
ここでは,イ ギ リスを除 く各国では,期 中の半年経過後 の時点で資産の取得が行われた場合を
想定 してお り,half・yearconventio皿(U.S)に従 っている。各 々の償却法による累積償却率の差
異を グラフに描いたのが,第1図 であ る。第6表 及び第1図 から,考 察の対象 とな った6種 類の
償却法の うち,日 本 のケースが最 も償却の加速性が緩やかであ ることがわかる。特 に4年 目以降
に この傾向が顕著 となっている。
国際競争上の観点か ら減価償却制度を見直す とすれば,自 動車製造設備等 に関す る限 り,ア メ
リカの ㏄RS,イ ギ リスの25%定率法,西 ドイツの12年定率法な どの水準まで,わ が国の償却率
を高めるのが望 ましい といい うるであろ う。そのための改革 として,わ が国の複雑な制度の簡素
第6表 各国の減価償却制度の比較(単 位%)
日 本
定率法10年
US
ACRS-5年
US
CCRS-7年
修 正
ACRS-7年
UK
定率法25%
W・G
定率法12年償却
年度
償却
率8
未償
却率b欝率 償却配分率c
累積償
却率
償却率' 未償却率b累積償却率
償却
配分
率c
累積償
却率
償却
率a
未償
却率も
累積償
却
率
償却
率'
未償
却率b
累積
償却
率
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
20.6
20.6
2α6
20.6
20.6
20.6
20.6
20.6
15.3
10,389.7
20,671.2
56.5
4∠L9
35.7
2&3
22.5
17.8
14.2
11.3
5.0
10.3
2&8
43.5
55.1
64.3
71.7
?7.5
82.2
85.8
8&7
95.0
150
22.0
21.0
21.0
21.0
15.0
37.0
5&0
79.0
10(hO
11.0
22.0
22.0
22.0
2乳0
4α0
67.0
100.0
89.0
69.4
54.1
42.2
30.0
18.0
6.0
0
11.0
30.6
45.9
57.8
70.0
82.0
94.O
lOO.0'
14.3
24.5
17.2
12.5
&9
&9
&9
4.5
14.3
38.8
56.3
6&8
7τ7
86.6
95.5
100.0
25.0
25.0
25.0
25.0
2ao
25.0
25.0
25.0
…
…
…
…
…
75.0
56.3
42.2
31.6
2&7
17.8
13.3
10.0
7.5
5.6
4.2
3.2
25.0
43.7
57.8
68.4
7C3
2.2
86.7
90.0
92.5
944
95.8
96.8
12.5
25.0
25.0
25.0
250
5.0
25.0
25.0
25.0
25.0
25.0
25.0
87.5
65.6
49.2
36.9
27.7
20.8
脆.6
11.7
8.8
6.6
4.9
3.7
12.5
34.4
50.8
6&1
72.3
79.2
84.4
8&3
91.2
ga4
9風1
96.3
注1・a前 年度残存価格に対する償却率を示す。
b当 年度残存価格/取得価格を未償却率とする。
c取 得価格に対する償却の各年度配分比率を示す。
2.日本及び西 ドイツ(W.G.)にっいては,ア メリカと同様のhalf・yearconventionカミ適用されるので,全ての
ケースを会計期問の半年経過を前提として計算した。
3.CCRSの場合,定額法による償却が定率法による償却を上回るときは,定額法へ切り替えうる。
4.イギリスの定率法は,理論的には残存価格の存在する限り,無限に行われる。
5・西Wの 定紬 ・輪12年 定雛 の・倍,したが・て半 ・・=・25%である。
6・日本の定率法は残存価格を10%とし,最終年に5%の割増し償却をするものとした。
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化を も考慮に入れ ると,償 却限度 と残存価格の齪蹄を取 り除 く方法,例 えば取得価格に対す る償
却限度額の比率を α%,残 存価格の比率を β%とすれ ば,<α+β=1>に 単純化す る方 法も検討
に値するであろ う。
第7表 と第2図 は,償 却限度95%を前提 として,現 行の10%残存価格の場合(casel)と,これ
を5%に 変更 した場合(case2)の償却速度を比較 した ものであ る。5%の 残存率 では,イ ギ リス
の ケース(定率法25%)と酷似した償却速度が実現すること,ま た,償 却速度が現行 制 度 と比 較
して1～2年 早 くなることがわ かる。た とえば,累 積償却率60%を達成す るのに4年(casel)か
ら3年(case2)に,80%を達成するのに7年 から5年 強に,87.5%の達成に9年 から7年 弱に と,
償却時間は短縮され る。その効果は耐用年数の短縮化に等 しい と言え るであろ う。
わが国の減価償却制度は,複 雑な償却資産区分に対 して異なる耐用年数 とこれに応じた償却率
を適用す るものであるが,こ れ らの簡素化 と平行 して,こ こで述べた償却限度 と残存価格の(耐
用年数内での)斉 合化(α+β=1)を残存率 βあ低下の方向で行 うならば,簡 素化 と償却の加速化
に役立つであろ う。いかなる水準に βを修正す るかの結論は,こ こで取上げなか った様 々のケー
スについて も十分に検討を加えた上で,導 き出さなければならないことは言 うまで もない。
第1図 各国の累積償却率の比較
100
?
?
?
/診
?????
(注)第6表 より作成した。
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第7表 償却残存率別の償却率の差異
(356)
casel case2
年度 償却限度率α=α95残存率β=0,1 α=0.95 β=乱05
償 却 率 未償却 率 累積償却率 償 却 率 未償却 率 累積償却率
1
2
3
4
5
6
7
8
9
01
2(L6%
2α6
2巳6
20.6
20.6
2α6
20.6
20.6
20.6
20.6
7乳4%
63.0
5(LO
39.7
31.5
2ao
19.1
15.8
12.5
9.9
(▲9)
2α6%
3乳0
50.0
60.3
6&5
75.0
80.1
84.2
8τ5
9α1
(95.1)
259%
2凱9
25.9
259
259
259
25.9
259
259
2己9
25.9
7▲1%
5▲9
40.1
2巳7
22.0
1&3
12.1
&6
66
▲9
25,996
45.1
5軌9
7ぴ3
7&0
83.7
87.9
91.0
93.4
95.1
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
(注)1.償却年数10年で償却限度額95%の場合について,残存率10%と5%の比較である。
2.αは償却限度額/取得価格
βは残存価格/取得価格
を表わす。
第2図 償却残存率と償却速度
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(注)LUKの 分については第6表を参照。
2・日本の場合は,half-yearconventionを無視する。
む す び
筆者は法人税率を国際的水準に向って引下げ,国 際 レベルでの他 と同等な競争条件を実現 させ
ることを支持す るものである。ただし,全 くこれ と同じ観点か ら,国 内での同等な競争条件の整
備のために,企 業間,産 業間の実効税率の格差を除去する方向で,課 税ペースの徹底的な適正化
を要 望したい。
(357)法 人税制改革の一視点13
その目的でここでは,法人税改革に関する議論の中でしばしば登場 した費用項 目を取 りあげ
て,課税べ一ス問題にアプローチしたが,これらの費用は取扱い次第で,当局が意図しないタッ
クス ・シェルターとしての役割をも果す結果 となり,企業間 ・業種間に税負担上の格差を作り出
す。 この問題を解決するには,費用の認定に際して,事業に対して直接的な費用性を有するもの
以外を控除項 目から外すほか,事実に基づいた適切な時点で費用化するよう,法を整備すること
が肝要である。
このような改正は,国内での公正でイコール ・フッティングな競争を可能にし,資源配分の効
率化に資するとともに,いわゆる欠損法人問題を現行制度の枠内で解決する端緒ともなりうるで
あろう。
わが国の61年の法人数は1,701,642社となりっいに170万を突破したが,こ のうち54.3%に相当
する923,989社は欠損法人であった。そしてこの欠損法人の98%は資本金S,OOO万円未満の法人か
ら成っている。
これらの欠損法人も,何らかの形態の行政サービスの恩恵に浴していることは否定できず,こ
れに対して応分の負担をすべきであるとの主張がしばしばなされている。しかしこの主張は応益
的税負担を求めるという点で,現行法人税制の枠を超えた対応を意味するものであ り,その具体
化に先立って法人税自体の性格論,根拠論までさかのぼる議論を要する。そ こで当面の対策とし
ては課税べ一スの適正化によらざるをえない。本稿の中で示した交際費,寄付金などの任意的費
用の取扱いが,課税ペースの算出に当って適正化されるなら,あるいは欠損会社数や欠損金額が
若干でも減少するかもしれない。もしこのことの欠損法人に及ぼす影響がわずかであるとしても,
欠損法人問題に対処する手がかりを与えるはずである。
課税ベースの適正化問題の議論の中で,た とえある改正を施しても,これによる税の増収額は
僅少であるとして,その改革を軽視する傾向もみられるが,現時点での税制改正に関する限 り,
額の多寡は重要ではないと筆者は考える。一つのタックス ・シェルターへの途を残す ことが,他
の途を導入する危険性を持つことを忘れてはならない。
国際競争の視点から税率を引下げようとしている今 こそ,そしてまた欧米で優遇措置の整理 ・
廃止とひき替えに税率引下げが行われたこの時期こそ,課税べ一スの真の適正化の好機であると
考える。
(本稿は,61年1O月の税制調査会 「税制の抜本的見直しについての答申」の検討過程において,筆者が税
制調査会専門小委員会スタディーグループ 「法人課税について」のメソバーとして参加した際に提出した論
文をもとに,その後の動向や資料を加えて書き直したものである一一一1988年2月亘3日)
